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巻頭言

№１３９ 心の通う「通心」を 村岡 洋一 早稲田大学理工学部教授

№１４０ 郵政研究所に望むこと 小山 森也 日本オンライン整備㈱代表取締役会長

№１４１ グローバル化時代に対処するために 苗村 憲司 慶応義塾大学大学院政策・メディア研究科教授

№１４２ 郵政事業に望むこと

―ガバナンスの確立を―

若杉 敬明 東京大学大学院・経済学研究科教授

№１４３ 「IT革命」に向けた情報通信行政のリー

ダーシップへの期待

金井 務 �株日立製作所会長

№１４４ 情報格差を下支えするのは 神津 十月 作家

№１４５ 何のための研究？ 白井 太 通信・放送機構理事長

№１４６ 「日本型IT社会」と郵便局ネットワーク 下和田 功 一橋大学商学研究科教授

№１４７ 歴史に学ぶ―回帰する通信技術― 若井 登 客員研究官（国際電気�株 技術顧問）

№１４８ ２１世紀を迎えて 佐野真理子 主婦連合会事務局次長

№１４９ ITモラル先進国を目指して 佐々木 元 日本電気株式会社会長

№１５０ 郵政公社……それで郵便局はどう変わる

の？

田尻 嗣夫 東京国際大学経済学部教授

調査研究論文

№１３９ 移動体通信の普及動向 実積 寿也 通信経済研究部主任研究官

安藤 正信 研究官

地域における障害者・高齢者福祉の担い手

から見た郵便局

平野 純夫 情報通信システム研究室研究官

米国のアクセスチャージとその改革の意義 浅井 澄子 岐阜経済大学専任講師（客員研究官）

№１４０ 無線ID（RFID）タグを用いた郵便処理シ

ステムに関する調査研究

岩間 司 技術開発研究センター主任研究官

佐藤 政則 研究官

鈴木こおじ 研究官

熊倉 均 研究官

№１４１ 地方銀行の店舗外ATM・CD展開 奥田 健一 第二経営経済研究部研究官

ファイナンスの新潮流と銀行の営業戦略

～プライベートエクイティーにどう取り組

むか～

山崎 知洋 第三経営経済研究部研究官

№１４２ 携帯電話・PHS事業の現状に関する分析 長島 俊一 通信経済研究部主任研究官

山内 俊英 研究官

橘 成泰 研究官

郵政事業経営に資するナレッジ・マネジメ

ントに関する調査研究

美濃谷晋一 情報通信システム研究室研究官

№１４３ 郵政事業環境会計に関する調査研究 國部 克彦 前郵政研究所客員研究官（神戸大学大学院経営

学研究科助教授）

山本 一吉 前第一経営経済研究部主任研究官（現第二経営

経済研究部主任研究官）

延原 泰生 第一経営経済研究部研究官
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２次元バーコードを用いた郵便情報システ

ムに関する調査研究

岩間 司 技術開発研究センター主任研究官

白江 久純 前主任研究官

西浦 稔修 研究官

鈴木こおじ 研究官

上釜 和人 研究官

№１４４ 機関投資家の運用体制 �本 浩幸 第二経営経済研究部研究官

双方向性ネットワークを利用した調査手法

とその影響

能見 正 通信経済研究部主任研究官

№１４５ 信託と信託商品の特徴 山本 和尋 第三経営経済研究部研究官

地域通信市場の競争促進について―アメリ

カの取り組みにみる地域競争の促進―

高地 晴子 前通信経済研究部主任研究官

№１４６ 家計の総合口座の選択と金融機関の利便性

に関する実証分析

奥井めぐみ 前第二経営経済研究部リサーチ・アソシエート

郵便の区分・輸送ネットワークに関する調

査研究―小輸送ネットワーク―

田村 佳章 通信経済研究部研究官（技術開発研究担当）

№１４７ イギリスの公益事業における料金規制 沼田 吾郎 前第一経営経済研究部研究官

家族構成の変化と金融機関選択理由につい

て―『金融機関利用に関する意識調査』結

果から―

櫻井 正道 第二経営経済研究部研究官

奥井めぐみ リサーチ・アソシエート

地方財政危機の要因分析―大阪府の事例を

中心に―

土屋 岳宏 第三経営経済研究部研究官

№１４８ 企業におけるIT利用と生産性向上 杉山 博史 通信経済研究部長

一般局における郵便内務作業のレイアウト

要素の近接性について

相良比呂志 通信経済研究部研究官（技術開発研究担当）

№１４９ 市町村合併のメリット 西川 雅史 第二経営経済研究部研究官

電子商取引の現状 杉山 博史 前通信経済研究部長

№１５０ 郵便局の新たなサービスについてのニーズ

調査

小竹森宣昭 第一経営経済研究部主任研究官

近年の通話需要の動向―県別料金指数・県

別通話量指数の計測―

中村 彰宏 通信経済研究部研究官

視点

№１３９ 社会的規範としての携帯電話利用マナー 三上 俊治 東洋大学社会学部教授

№１４０ 経済の中期的課題とフロンテイア�１ 今橋 隆 法政大学経営学部教授

№１４１ 経済の中期的課題とフロンテイア�２
―基盤整備のシステムチェンジ―

今橋 隆 法政大学経営学部教授

№１４２ 経済の中期的課題とフロンテイア�３
―戦略としての都市観光―

今橋 隆 法政大学経営学部教授

№１４３ ――― ―――

№１４４ ――― ―――

№１４５ ――― ―――

№１４６ ITと金融�１ 電子取引所の金融機能 日向野幹也 東京都立大学経済学部教授
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№１４７ ITと金融�２ クレジット・スコアリング 日向野幹也 東京都立大学経済学部教授

№１４８ ――― ―――

№１４９ ITと金融�３ 日向野幹也 東京都立大学経済学部教授

№１５０ 失われた１０年と日本的経済システム 田岡 文夫 京都教育大学教育学部教授

トピックス

№１３９ 情報セキュリティ評価基準について 進藤 文夫 情報通信システム研究室主任研究官

個人金融業務におけるデリバリーチャネル

の動向

丸山 昭治 第二経営経済研究部主任研究官

№１４０ 誰がリスク資産を保有しているか？―マイ

クロデータを用いた世帯属性別の分析―

春日 教測 第二経営経済研究部主任研究官

続・情報化による生産性上昇について―ヨ

ハンセンの共和分分析による考察―

池田 琢磨 第三経営経済研究部主任研究官

通話料金指数の作成 実積 寿也 通信経済研究部主任研究官

安藤 正信 研究官

タイの電気通信改革に係るセタポン・タイ

郵電総局長の講演概要について

郵政大臣官房国際部国際協力課

№１４１ 時価会計の導入について �本 浩幸 第二経営経済研究部研究官

アメリカ郵便事業（USPS）出張こぼれ話 内田 英夫 技術開発研究センター

№１４２ 米国におけるインターネット金融取引の現

状

松本由紀夫 第二経営経済研究部研究官

政策過程におけるパブリックコンサルテー

ションについて

鎌田 真弓 情報通信システム研究室研究官

デジタル・ディバイドをめぐる研究課題と

政策

近藤 勝則 研究交流課長

№１４３ 信用金庫の店舗展開について 櫻井 正道 第二経営経済研究部研究官

地方自治体と広域行政 渡邉 満 第三経営経済研究部研究官

電気通信分野への国際協力について 宍倉 学 通信経済研究部研究官

イスラエルのベンチャー企業 近藤 勝則 研究交流課長

№１４４ ドイツ、英国、フランスのダイレクト・

マーケティングの動向

延原 泰生 第一経営経済研究部研究官

米銀だけが手本か？―英銀に見る「得意分

野を核とする多角化」―

一木 美穂 第二経営経済研究部主任研究官

機械処理が可能な郵便物の柔軟性について 権田 努 前技術開発研究センター主任研究官

平澤 努 技術開発研究グループ研究官

№１４５ 邦銀のBIS比率をめぐる最近の状況 奥田 健一 前第二経営経済研究部研究官

電子商取引とコンビニエンスストア、郵便

局

平野 純夫 通信経済研究部研究官

№１４６ 個人及び企業におけるIT利用と効果―調

査分析の現状―

杉山 博史 通信経済研究部長

遺伝子組み替え作物と穀物市場 山根 浩三 第三経営経済研究部研究官
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№１４７ The Household Diary Studyからみた米国

世帯の郵便利用

濱 俊之 第一経営経済研究部長

利己心は死後の遺産を大きくする 西川 雅史 第二経営経済研究部研究官

米国情報通信ビジネスのＭ＆Ａ（合併・買

収）をめぐる政治・行政（AOLとTime

Warnerの合併をケースに）

大寺 廣幸 官房企画課総括専門官

№１４８ 企業組織の再編成 須澤 淳 第二経営経済研究部主任研究官

インターネットと米国の選挙 大寺 廣幸 官房企画課総括専門官

№１４９ 米国のダイレクト・マーケティングの動向 延原 泰生 第一経営経済研究部研究官

生命保険金額に影響を及ぼしている要因 濱本 浩幸 第二経営経済研究部研究官

財政投融資制度改革と今後の課題 堀 保宏 第三経営経済研究部研究官

電気通信における規制改革の経済効果 中村 彰宏 通信経済研究部研究官

宍倉 学 研究官

企業間電子商取引（Ｂ２Ｂ）と反トラスト

法

大寺 廣幸 官房企画課総括専門官

№１５０ 「全国消費実態調査」にみる二人以上の一

般世帯の貯蓄・負債動向

浅野 文昭 第二経営経済研究部長

地方銀行の経営課題とビジネス・モデル 松本由紀夫 第二経営経済研究部研究官

コミュニケーション・フォーラム 平野 純夫 通信経済研究部研究官

ロールパレットケースに関する研究 北島 光泰 通信経済研究部研究官（技術開発研究担当）

カリフォルニア州オレンジ郡の破産 大寺 廣幸 郵政事業庁総括専門官

ていぱーく 所蔵資料紹介

№１３９ �１３ 郵便創業時の東京郵便役所

№１４０ �１４ まぼろしの絵巻 東海道絵巻

№１４１ �１５ 榎本武揚のジニエー電信機

№１４２ �１６ 郵便取扱の図

№１４３ �１７ 北斎の描いた継飛脚

№１４４ �１８ 八角時計

№１４５ �１９ 東宮御婚儀祝典記念切手シート（不発行切手シート）

№１４６ �２０ 簡易保険創業期のポスター

№１４７ �２１ 菱川師宣の東海道分間絵図

№１４８ �２２ 日本国憲法公布記念絵葉書原画 川端龍子「不尽」

№１４９ �２３ 貯金箱

№１５０ �２４ 駅鈴

表紙 （初代広重「東海道五十三次（保永堂版）」より）

№１４０ 東海道五拾三次之内日本橋【行列振出】

№１４１ 東海道五拾三次之内品川【諸侯出立】

№１４２ 東海道五拾三次之内川崎【六郷渡舟】
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№１４３ 東海道五拾三次之内神奈川【台之景】

№１４４ 東海道五拾三次之内保土ヶ谷【新町橋】

№１４５ 東海道五拾三次之内戸塚【元町別道】

№１４６ 東海道五拾三次之内藤沢【遊行寺】

№１４７ 東海道五拾三次之内平塚【縄手道】

№１４８ 東海道五拾三次之内大磯【虎ヶ雨】

№１４９ 東海道五拾三次之内小田原【酒匂川】

№１５０ 東海道五拾三次之内箱根【湖水図】

その他

№１４２ 〈特集〉郵政研究所国際コンファレンスの

開催模様について

能見 正 情報通信システム研究室主任研究官

郵政研究所における外部評価の実施につい

て

研究交流課

№１４３ 〈特別寄稿〉家計調査、貯蓄動向調査から

みた家計の貯蓄と消費、分配の動向

松浦 克己 横浜市立大学商学部教授

№１４４ 〈特集１〉平成１２・１３年度経済・金融見通

し

第三経営経済研究部

〈特集２〉平成１２年度版通信白書特集

平成１２年版通信白書の公表について

「平成１２年版通信白書：特集『ITがひら

く２１世紀』」について

ネットワーク社会のビジョンを提起する

『通信白書』

郵政省大臣官房企画課

石黒 一憲 東京大学法学部教授

菰田 文男 埼玉大学経済学部教授

〈特集３〉２１世紀日本の展望―第１２回郵政

研究所研究発表会特別講演―

舛添 要一 舛添政治経済研究所所長

№１４９ 〈特集〉平成１３年度経済・金融見通し 第三経営経済研究部
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